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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第67期 

第２四半期 
連結累計期間 

第68期 
第２四半期 
連結累計期間 

第67期 

会計期間 
自 2018年４月１日 
至 2018年９月30日 

自 2019年４月１日 
至 2019年９月30日 

自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日 

営業収益 
（千円） 

835,117 1,080,037 1,910,352 

 （うち受取手数料） (753,684) (727,802) (1,546,803) 

経常損失（△） （千円） △172,110 △123,398 △249,162 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純損失（△） 
（千円） △163,329 △150,508 △245,853 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △137,408 △141,446 △237,813 

純資産額 （千円） 2,355,783 2,093,906 2,255,377 

総資産額 （千円） 7,343,911 7,750,411 7,170,358 

１株当たり 

四半期（当期）純損失金額（△） 
（円） △24.65 △22.72 △37.11 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） - - － 

自己資本比率 （％） 32.1 27.0 31.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △164,055 △93,324 △291,793 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 48,922 15,827 55,521 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △19,872 △19,964 △19,880 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（千円） 712,855 494,247 591,709 

 

回次 
第67期 

第２四半期 
連結会計期間 

第68期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間
自 2018年７月１日 
至 2018年９月30日 

自 2019年７月１日 
至 2019年９月30日 

１株当たり 

四半期純損失金額（△） 
（円） △16.91 △5.08 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で
あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

(継続企業の前提に関する重要事象等) 

当社グループの主たる事業である商品先物取引は、2004年の商品取引所法（現 商品先物取引法）の改正以降の勧

誘規制の強化や景気低迷等による個人投資家の市場離れ等で市場の規模縮小が急速に進み、国内商品取引所の出来高

は2003年度（2004年3月期）の1億5,583万枚から2018年度（2019年3月期）は2,130万枚（2003年度比86.3％減）とな

りました。

この間、当社グループは、支店の統廃合、希望退職者募集等、人件費を中心に営業費用の削減に努めると共に2007

年以降、新たに保険募集業務、ＬＥＤ照明等の販売、不動産の賃貸及び売買に順次参入し「生活・環境事業」として

収益の拡大を図るとともに、商品先物取引市場への依存度引下げを図りました。さらに2011年以降は、子会社の清算

及び譲渡、本社移転等を実施し、2015年3月期には71百万円、2016年3月期には149百万円と一旦は営業利益となった

ものの2017年3月期は△151百万円、2018年3月期は△288百万円、2019年3月期は△255百万円と3期連続で営業損失を

計上し、当第2四半期連結累計期間においても130百万円の営業損失を計上する結果となり、継続企業の前提に重要な

疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第2四半期連結累計期間のわが国経済は、米中貿易摩擦の長期化や海外経済の減速が影を落としています。９

月の全国企業短期経済観測調査（短観）で、大企業・製造業の業況判断指数（ＤＩ）は３四半期連続の悪化とな

り、2013年６月調査以来６年３ヶ月ぶりの低水準で国内景気が鈍化局面にあります。そのためわが国においても低

金利下での市場環境が継続されています。

為替市場は、米連邦準備理事会（ＦＲＢ）が景気悪化を未然に防ぐため米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で

10年半ぶりに政策金利の利下げを実施しました。そのため、世界的な金融緩和ドミノとなり新興国も利下げがしや

すく景気の下振れ回避による新興国通貨（メキシコペソ、トルコリラ、南アランド）売りも限定的となりました。

また、証券市場は、世界的な金融緩和が進む中、株式市場も大きな下落は回避され、安定基調が継続していま

す。

商品先物市場は、世界的な金融緩和、米中貿易摩擦の混迷、英国のＥＵ離脱の不透明感、中東情勢の地政学リ

スクの高まり、香港のデモ長期化等リスク回避の動きも同時に進み、金市場に資金が流入する結果となり、2013年

４月以来の5,000円台を回復する展開となりました。

これらの状況下において、東京金融取引所の取引所為替証拠金取引（くりっく365）の取引数量は666万枚（前年 

同四半期比19.2％減）、取引所株価指数証拠金取引（くりっく株365）は250万枚（同115.6％増）となりました。

また、オプション取引を含む国内商品取引所の総出来高は1,066万枚（前年同四半期比5.4％減）、主な市場別出来

高は貴金属市場が812万枚（同7.5％増）、エネルギー市場が153万枚（同43.0％減）、農産物・砂糖市場が20万枚

（同4.9％増）となっております。

このような環境の中、「投資サービス事業」につきましては、営業社員の増員による組織拡充を進め、投資セミ

ナーの開催、ＳＮＳ・マスメディアにおける情報提供を充実させ、受託業務の収益基盤の更なる業容拡大を図りま

した。「生活・環境事業」につきましては、顧客意向に沿った総合的な提案セールスを実践するコンサルティング

スキルの向上と保険事業の安定的な成長に努め、不動産業では、安定収益確保を目的とした賃貸物件を保有しなが

ら、中小不動産業者との協業強化や競売物件入札などの新しい仕入れルート開拓などにより、優良な短期転売案件

の新規発掘に注力しました。

当社グループは投資サービス事業と生活・環境事業の二本柱の体制で多様な質の高いサービスの提供を行い、顧

客拡大を志向して中長期的に安定した収益基盤の確立を目指しております。

これらの結果、当第2四半期連結累計期間の経営成績は、営業収益1,080百万円（前年同四半期比29.3％増）、営

業総利益827百万円（同16.4％増）、営業損失130百万円（前年同四半期は営業損失181百万円）、経常損失123百万

円（前年同四半期は経常損失172百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は150百万円（前年同四半期は親会

社株主に帰属する四半期純損失163百万円）となりました。 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。 

投資サービス事業 

当第2四半期連結累計期間の投資サービス事業の営業収益及び営業総利益は678百万円（前年同四半期比13.3％

増）、セグメント損失は105百万円（前年同四半期はセグメント損失110百万円）となりました。
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生活・環境事業 

当第2四半期連結累計期間の生活・環境事業の営業収益は401百万円（前年同四半期比69.7％増）、営業総利益は

148百万円（同32.8％増）、セグメント損失は24百万円（前年同四半期はセグメント損失70百万円）となりまし

た。

 

財政状態については次のとおりであります。 

（資産）

当第2四半期連結会計期間末における流動資産は6,718百万円となり、前連結会計年度末に比べ713百万円増加

いたしました。これは主に現金及び預金の減少95百万円、差入保証金の増加311百万円、委託者先物取引差金の

増加495百万円によるものであります。固定資産は1,032百万円となり、前連結会計年度末に比べ133百万円減少

いたしました。これは主に無形固定資産の減少76百万円、投資有価証券の減少34百万円などによるものでありま

す。

この結果、総資産は、7,750百万円となり、前連結会計年度末に比べ580百万円増加いたしました。

（負債）

当第2四半期連結会計期間末における流動負債は5,399百万円となり、前連結会計年度末に比べ776百万円増加

いたしました。これは主に、預り証拠金（代用有価証券を含む）の増加393百万円、受入保証金の増加366百万円

によるものであります。固定負債は225百万円となり、前連結会計年度末に比べ34百万円減少いたしました。こ

れは主に退職給付に係る負債の増加11百万円、その他の減少46百万円によるものであります。

この結果、負債合計は、5,656百万円となり、前連結会計年度末に比べ741百万円増加いたしました。

（純資産）

当第2四半期連結会計期間末の純資産合計は、2,093百万円となり、前連結会計年度末に比べ161百万円減少い

たしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純損失150百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は27.0％（前連結会計年度末は31.5％）となりました。

 

① 投資サービス事業 

＜商品先物取引受託業務＞ 

商品先物取引受託業務の受取手数料は290百万円（前年同四半期比25.2％減）となりました。

主な市場別の受取手数料は、貴金属市場が277百万円（前年同四半期比23.1％減）、エネルギー市場５百万円

（同63.8％減）、農産物・砂糖市場が６百万円（同21.5％減）となりました。

＜金融商品取引受託業務＞ 

金融商品取引受託業務の受取手数料は338百万円（前年同四半期比17.6％増）となりました。

内訳は、取引所為替証拠金取引（くりっく365）が69百万円（前年同四半期比46.2％減）、取引所株価指数証拠

金取引（くりっく株365）が268百万円（前年同四半期比69.8％増）となりました。

＜商品先物取引自己売買業務＞ 

商品先物取引自己売買業務の売買損益は３百万円の利益（前年同四半期は83百万円の損失）となりました。

＜その他＞ 

くりっく365振興料等の売上高は45百万円（前年同四半期比786.9％増）となりました。 
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ａ．当第2四半期連結累計期間における投資サービス事業の営業収益の内訳は次のとおりであります。 

 

１）受取手数料 

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

商品先物取引    

現

物

先

物

取

引

農産物・砂糖市場 6,133 78.5

貴金属市場 230,917 79.6

ゴム市場 1,231 29.8

エネルギー市場 3,012 28.6

小計 241,295 77.2

現金

決済

先物

取引

貴金属市場 46,923 65.8

エネルギー市場 2,488 53.5

小計 49,411 65.1

商品先物取引計 290,706 74.8

金融商品取引    

取引所為替証拠金取引 69,718 53.8

取引所株価指数証拠金取引 268,603 169.8

金融商品取引計 338,322 117.6

合計 629,028 93.0

 
２）売買損益 

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

商品先物取引    

現

物

先

物

取

引

農産物・砂糖市場 1,187 －

貴金属市場 4,145 －

ゴム市場 2,045 971.7

エネルギー市場 - －

小計 7,378 －

現金

決済

先物

取引

貴金属市場 0 －

エネルギー市場 △4,308 －

小計 △4,307 －

合計 3,070 －

 

３）その他 

区分 金額（千円） 前年同四半期比（％）

くりっく365振興料等 45,959 886.9 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．東京商品取引所の中京石油市場における受取手数料及び売買損益は現物先物取引のエネルギー市場に含め

て記載しております。
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ｂ．当第2四半期連結累計期間における商品先物取引及び金融商品取引の売買高の状況は次のとおりであります。 

売買高の状況 

市場名
委託
（枚）

前年同
四半期比
（％）

自己
（枚）

前年同
四半期比
（％）

合計
（枚）

前年同
四半期比
（％）

商品先物取引            

現

物

先

物

取

引

農産物・砂糖市場 2,999 68.1 190 - 3,189 72.4

貴金属市場 72,261 99.7 6,464 75.0 78,725 97.1 

ゴム市場 2,058 55.2 1,200 967.7 3,258 84.6

エネルギー市場 2,228 29.0 0 - 2,228 29.0

小計 79,546 90.1 7,854 89.9 87,400 90.1

現金

決済 

先物 

取引 

貴金属市場 48,887 61.8 2 - 48,889 61.8

エネルギー市場 3,722 68.6 1,228 175.4 4,950 80.8

小計 52,609 62.2 1,230 175.7 53,839 63.2

商品先物取引計 132,155 76.5 9,084 96.2 141,239 77.5

金融商品取引            

取引所為替証拠金取引 496,893 321.5 0 - 496,893 321.5

取引所株価指数証拠金取引 88,784 196.0 0 - 88,784 196.0

金融商品取引計 585,677 293.0 0 - 585,677 293.0

（注）１．商品先物取引における取引の最低単位を枚と呼び、例えば金１枚は１kg、一般大豆１枚は25トンというよ
うに１枚当たりの数量は商品ごとに異なります。 

２．東京商品取引所の中京石油市場における売買高は現物先物取引のエネルギー市場に含めて記載しておりま
す。

ｃ．商品先物取引及び金融商品取引に関する売買高のうち、当第２四半期連結会計期間末において反対売買等により

決済されていない建玉の状況は次のとおりであります。

未決済建玉の状況 

市場名
委託
（枚）

前年同
四半期比
（％）

自己
（枚）

前年同
四半期比 
（％）

合計
（枚）

前年同
四半期比
（％）

商品先物取引            

現

物

先

物

取

引

農産物・砂糖市場 169 45.8 0 － 169 45.8

貴金属市場 4,813 85.5 0 － 4,813 85.5 

ゴム市場 90 37.5 0 － 90 37.5

エネルギー市場 94 32.9 0 － 94 32.9

小計 5,166 79.1 0 － 5,166 79.1 

現金

決済

先物 

取引 

貴金属市場 9,487 90.7 0 － 9,487 90.7

エネルギー市場 110 71.0 0 － 110 71.0

小計 9,597 90.4 0 － 9,597 90.4

商品先物取引計 14,763 86.1 0 － 14,763 86.1

金融商品取引            

取引所為替証拠金取引 12,073 212.3 0 － 12,073 212.3 

取引所株価指数証拠金取引 18,008 153.0 0 － 18,008 153.0 

金融商品取引計 30,081 172.3 0 － 30,081 172.3 

（注）東京商品取引所の中京石油市場における未決済建玉は現物先物取引のエネルギー市場に含めて記載しておりま

す。
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② 生活・環境事業 

＜保険募集業務＞ 

保険募集業務の受取手数料は98百万円（前年同四半期比27.7％増）となりました。

少額短期保険による保険料等収入は38百万円（前年同四半期比21.3％減）となりました。

＜不動産賃貸及び不動産販売＞

不動産賃貸料収入は21百万円（前年同四半期比7.2％減）、不動産販売の売上高は238百万円（同196.5％増）と

なりました。

＜その他＞

ＬＥＤ照明等の売上高は０百万円（前年同四半期比93.2％減）、その他収益は４百万円（同335.8％増）となり

ました。

 

ａ．当第2四半期連結累計期間における、生活・環境事業の営業収益の内訳は次のとおりであります。

 

１）受取手数料                                     （単位：千円） 

期別
 
 
 
科目

前第２四半期
連結累計期間

（自2018年４月１日
至2018年９月30日）

当第２四半期
連結累計期間

（自2019年４月１日
至2019年９月30日）

増減
（△印減）

金額 金額 金額

生命保険・損害保険の募集 77,367 98,774 21,406

 

２）売上高                                      （単位：千円）

期別
 
 
 
科目

前第２四半期
連結累計期間

（自2018年４月１日
至2018年９月30日）

当第２四半期
連結累計期間

（自2019年４月１日
至2019年９月30日）

増減
（△印減）

金額 金額 金額

不動産販売 80,456 238,567 158,111

ＬＥＤ照明等 5,848 399 △5,449 

合計 86,304 238,966 152,662

 

３）その他                                      （単位：千円）

期別
 
 
 
科目

前第２四半期
連結累計期間

（自2018年４月１日
至2018年９月30日）

当第２四半期
連結累計期間

（自2019年４月１日
至2019年９月30日）

増減
（△印減）

金額 金額 金額

不動産賃貸料収入 23,206 21,531 △1,674

保険料等収入 49,074 38,636 △10,437

その他 933 4,070 3,136

合計 73,214 64,238 △8,976
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（２）キャッシュ・フローの状況

当第2四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

97百万円減少し、494百万円となりました。

当第2四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動の結果、使用した資金は93百万円（前年同四半期は164百万円の使用）となりました。これは主に委託

者先物取引差金（借方）の増加495百万円、差入保証金の増加322百万円によるものですが、預り証拠金の増加436

百万円等によりその一部が相殺されております。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動の結果、得られた資金は15百万円（前年同四半期は48百万円の収入）となりました。これは主に投資有

価証券の売却による収入25百万円によるものですが、有形固定資産の取得による支出９百万円等によりその一部が

相殺されております。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動の結果、使用した資金は19百万円（前年同四半期は19百万円の支出）となりました。これは主に配当金

の支払19百万円によるものであります。

 

（３）経営方針・経営戦略等 

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第2四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

（６）経営成績に重要な影響を与える要因 

当第2四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更又は新た

な発生はありません。

（７）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当第2四半期連結累計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性に重要な変更はありません。

（８）重要事象等について 

当社グループは3期連続で営業損失を計上し、当第2四半期連結累計期間においても130百万円の営業損失を計上

する結果となり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

当社グループは当該状況を解消すべく、「投資サービス事業」につきましては、2016年1月に取扱いを開始した

取引所為替証拠金取引（くりっく365）及び取引所株価指数証拠金取引（くりっく株365）を新たな収益の柱となる

よう注力しております。取引所為替証拠金取引（くりっく365）及び取引所株価指数証拠金取引（くりっく株365）

の受取手数料は、2017年3月期は111百万円、2018年3月期は376百万円（前年同期比237.1％増）、2019年3月期は

587百万円（前年同期比55.9％増）となり、当第2四半期連結累計期間は前年同期比17.6％増の338百万円となって

おり、今後も引き続き、投資セミナー開催による集客の強化、当社専属のアナリストによる情報提供等のサービス

の質的向上、営業社員の増員による新規顧客導入の強化等を実施して収益力の拡大を図り、安定的な収益基盤の確

保に努めてまいります。

「生活・環境事業」の保険事業部につきましては、2019年3月期の損保・生保の手数料が248百万円（前年同期比

43.4％増）、目標達成率が134.2％、当第2四半期連結累計期間の損保・生保の手数料は98百万円（前年同期比

27.7％増）、目標達成率は103.6％となりました。また、生活環境事業部につきましては、2019年3月期の粗利益が

54百万円、目標達成率は113.9％、当第2四半期連結累計期間の粗利益は前年同期比69.6％増の35百万円、目標達成

率は139.2％となりました。

保険事業部は、顧客満足度の向上を最優先課題とした所属員の意識と業務スキルの向上を図り、損保・生保の受

取手数料の目標達成率100％を維持することに努め、生活環境事業部につきましても、短期的な収益獲得案件を中

心に投資資金の最大限の活用を図り、粗利益の目標達成率100％を維持することに努めてまいります。
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なお、当社グループの当第2四半期連結会計期間末の財政状態は、自己資本が2,093百万円、現金及び預金残高が

655百万円となっており、また、外部借入にも依存しておりません。以上のことから、当社グループは、資金面に

支障はないと判断しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと判断しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は以下のとおりであります。

（ふくろう少額短期保険株式会社の株式譲渡(非子会社化)）

当社は、2019年８月14日開催の臨時取締役会において、当社の連結子会社であるふくろう少額短期保険株式会社

（以下「対象会社」）の株式すべてを、株式会社くふうカンパニー（以下「くふう社」）に譲渡することについて決

議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。なお、本件株式譲渡は、当社が対象会社の全株式を取得すること

及び当局の承認を前提としております。

１．異動の理由

当社は2017年７月に対象会社の株式を取得し、連結子会社化しました。その後、当社における保険事業の裾野を広

げ安定的な成長を目指し、対象会社において少額短期保険の開発・募集を行ってまいりました。しかしながら、買収

から２年経過したものの赤字額が拡大したまま現在に至り、今後業績の回復を図ることは困難と判断いたしました。

本件株式譲渡に伴い、対象会社は当社の連結対象から外れます。

２．異動の方法

当社が保有する対象会社の株式は32,760株（持株比率99.82％）でしたが、スクイーズ・アウトにより、当社が対

象会社の全株式を取得し、持株比率100％となりました。当社は、対象会社の全株式をくふう社に譲渡する予定で

す。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
  （2019年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2019年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 6,860,000 6,860,000 

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 

100株 

計 6,860,000 6,860,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

 

2019年７月１日～
2019年９月30日

 

― 6,860 ― 1,200,000 ― 312,840
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（５）【大株主の状況】

    2019年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

㈱小林洋行 東京都中央区日本橋蛎殻町1-15-7 3,553 53.63 

共和証券㈱ 東京都中央区日本橋兜町8-3 300 4.52 

石崎 實 東京都東村山市 266 4.02 

㈱東京洋行 東京都中央区佃2-1-1-5106 223 3.37 

特定有価証券信託受託者 
㈱ＳＭＢＣ信託銀行 

東京都港区西新橋1-3-1 201 3.03 

㈱りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 140 2.11 

細金 英光 東京都中野区 100 1.52 

新堀 博 東京都町田市 96 1.45 

トウヨウ セキユリテイ－ズ アジ
ア リミテツド （常任代理人 東
洋証券株式会社） 

SUITES 

2301―02&16,23/F,CITYPLAZAONE1111 

KING’SROAD,TAIKOO SHING，HONG 

KONG（東京都中央区八丁堀４丁目７－

１） 

79 1.20 

パーシングディヴィジョンオブドナ

ルドソンラフキンアンドジェンレッ

トエスイーシーコーポレイション

（常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店） 

 

ONE PERSHING PLAZA JERSEY CITY NEW 

JERSEY U．S．A 

（東京都新宿区新宿6丁目27番30号） 

76 1.14 

計 － 5,037 76.04 

（注）1. 上記のほか、当社所有の自己株式が235千株（発行済株式総数に対する所有株式の割合3.43％）あります。

2. 所有株式数の千株未満は、切り捨てております。

3. 発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第三位以下を切り捨てて表示し

ております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2019年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 235,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,624,100 66,241 － 

単元未満株式 普通株式 600 － － 

発行済株式総数   6,860,000 － － 

総株主の議決権   － 66,241 － 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式90株が含まれております。

 

②【自己株式等】

        2019年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

株式会社フジトミ 
東京都中央区日本橋 

蛎殻町一丁目15番５号 
235,300 － 235,300 3.43 

計 － 235,300 － 235,300 3.43 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づき、「商品先物取引業統一経理基準」（1993年３月３日付、旧社団法人日本商品取引員協会理事会決

定）及び「商品先物取引業における金融商品取引法に基づく開示の内容について」（1993年７月14日付、旧社団法人

日本商品取引員協会理事会決定）に準拠して作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表についてアーク有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(2019年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2019年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 750,819 655,651 

委託者未収金 125,334 72,924 

売掛金 6,902 － 

有価証券 26,297 16,925 

商品 49 49 

原材料及び貯蔵品 306 306 

販売用不動産 457,834 326,078 

仕掛販売用不動産 － 129,891 

保管有価証券 306,508 263,517 

差入保証金 3,685,167 3,996,789 

委託者先物取引差金 502,162 997,481 

預託金 42,000 44,000 

その他 104,250 216,120 

貸倒引当金 △2,974 △1,494 

流動資産合計 6,004,657 6,718,242 

固定資産    

有形固定資産 402,780 372,166 

無形固定資産 76,488 5 

投資その他の資産    

投資有価証券 187,411 152,660 

関係会社株式 34,140 34,727 

破産更生債権等 41,455 44,933 

長期差入保証金 373,385 382,599 

その他 93,277 91,691 

貸倒引当金 △43,238 △46,614 

投資その他の資産合計 686,431 659,998 

固定資産合計 1,165,700 1,032,169 

資産合計 7,170,358 7,750,411 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(2019年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2019年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,769 － 

未払金 50,288 38,563 

保険契約準備金 6,612 6,612 

未払法人税等 11,660 10,596 

預り証拠金 1,934,444 2,371,297 

預り証拠金代用有価証券 306,508 263,517 

受入保証金 2,224,102 2,590,486 

賞与引当金 27,863 31,030 

その他 60,338 87,658 

流動負債合計 4,623,588 5,399,761 

固定負債    

退職給付に係る負債 208,903 220,503 

その他 51,084 4,835 

固定負債合計 259,987 225,339 

特別法上の準備金    

商品取引責任準備金 29,144 29,144 

金融商品取引責任準備金 2,259 2,259 

特別法上の準備金合計 31,403 31,403 

負債合計 4,914,980 5,656,504 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,200,000 1,200,000 

資本剰余金 312,896 312,770 

利益剰余金 835,873 665,490 

自己株式 △39,556 △39,556 

株主資本合計 2,309,212 2,138,704 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △53,868 △44,797 

その他の包括利益累計額合計 △53,868 △44,797 

非支配株主持分 33 － 

純資産合計 2,255,377 2,093,906 

負債純資産合計 7,170,358 7,750,411 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

営業収益    

受取手数料 753,684 727,802 

売買損益 △83,268 3,070 

売上高 86,304 238,966 

賃貸料収入 23,206 21,531 

保険料等収入 49,074 38,636 

その他 6,115 50,029 

営業収益合計 835,117 1,080,037 

売上原価 124,682 252,985 

営業総利益 710,434 827,052 

営業費用    

取引所関係費 51,421 44,886 

人件費 ※ 551,449 ※ 601,117 

減価償却費 17,604 19,757 

その他 271,472 291,483 

営業費用合計 891,948 957,244 

営業損失（△） △181,514 △130,192 

営業外収益    

受取利息 2,847 2,068 

受取配当金 2,345 1,777 

貸倒引当金戻入額 1,375 － 

持分法による投資利益 1,251 1,486 

その他 2,234 4,536 

営業外収益合計 10,054 9,869 

営業外費用    

賃貸料原価 592 620 

貸倒引当金繰入額 － 1,895 

その他 57 558 

営業外費用合計 650 3,074 

経常損失（△） △172,110 △123,398 

特別利益    

固定資産売却益 6,999 － 

投資有価証券売却益 4,882 92,669 

貸倒引当金戻入額 441 － 

特別利益合計 12,323 92,669 

特別損失    

固定資産除却損 412 0 

投資有価証券評価損 － 19,495 

減損損失 － 97,254 

金融商品取引責任準備金繰入額 89 － 

特別損失合計 501 116,749 

税金等調整前四半期純損失（△） △160,288 △147,478 

法人税、住民税及び事業税 3,083 3,039 

法人税等合計 3,083 3,039 

四半期純損失（△） △163,371 △150,517 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △42 △9 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △163,329 △150,508 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

四半期純損失（△） △163,371 △150,517 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 25,963 9,070 

その他の包括利益合計 25,963 9,070 

四半期包括利益 △137,408 △141,446 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △137,365 △141,437 

非支配株主に係る四半期包括利益 △42 △9 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
 前第２四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純損失（△） △160,288 △147,478 

減価償却費 20,860 21,644 

減損損失 － 97,254 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,816 1,895 

賞与引当金の増減額（△は減少） － 3,167 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13,962 11,599 

受取利息及び受取配当金 △5,192 △3,845 

投資有価証券売却損益（△は益） △4,882 △92,669 

投資有価証券評価損益（△は益） － 19,495 

持分法による投資損益（△は益） △471 △1,486 

固定資産除売却損益（△は益） △6,587 0 

委託者先物取引差金（借方）の増減額（△は増

加） 
△344,235 △495,318 

預り証拠金の増減額（△は減少） 87,722 436,852 

受入保証金の増減額（△は減少） 324,141 366,383 

差入保証金の増減額（△は増加） △8,068 △322,693 

たな卸資産の増減額（△は増加） △69,813 1,864 

未払金の増減額（△は減少） △7,580 △57,390 

その他 △1,733 68,087 

小計 △163,982 △92,639 

利息及び配当金の受取額 5,199 4,769 

法人税等の支払額 △5,272 △5,454 

営業活動によるキャッシュ・フロー △164,055 △93,324 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △100,000 △100,000 

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000 

有価証券の取得による支出 △60,000 － 

有価証券の償還による収入 30,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △5,867 △9,115 

有形固定資産の売却による収入 22,526 － 

無形固定資産の取得による支出 △7,373 △2,365 

投資有価証券の取得による支出 △34,297 － 

投資有価証券の売却による収入 111,626 25,510 

その他 △7,691 1,797 

投資活動によるキャッシュ・フロー 48,922 15,827 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △19,872 △19,814 

その他 － △150 

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,872 △19,964 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △135,005 △97,461 

現金及び現金同等物の期首残高 847,861 591,709 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 712,855 ※ 494,247 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2019年９月30日）

当座貸越極度額 130,000千円 130,000千円 

借入実行残高 － －

差引額 130,000 130,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 人件費に含まれている主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年９月30日）

従業員給与 423,216千円 447,458千円 

賞与引当金繰入額 － 30,972 

退職給付費用 20,381 17,087 

福利厚生費 61,971 67,199 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2018年４月１日
至  2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年９月30日）

現金及び預金 871,965千円 655,651千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △130,000 △130,000

商品取引責任準備預金 △28,513 △29,144

金融商品取引責任準備預金 △595 △2,259 

現金及び現金同等物 712,855 494,247
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年９月30日） 

配当に関する事項

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 19,873 3 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日） 

配当に関する事項

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 19,873 3 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

 以下の科目は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 150,486 150,486 －

 

当第２四半期連結会計期間（2019年９月30日）

 
四半期連結 

貸借対照表計上額 
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 127,660 127,660 －

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

投資有価証券の時価については、市場価格によっております。なお、非上場の株式（前連結会計年度連結貸借

対照表計上額 36,925千円及び当第２四半期連結貸借対照表計上額 25,000千円）は、市場価格がなく、かつ将

来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表

には含めておりません。
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（有価証券関係）

 その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が認められます。

前連結会計年度（2019年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額 

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

株式 109,298 155,172 △45,874

債券 26,297 30,000 △3,702

その他 41,188 45,479 △4,291

合計 176,783 230,651 △53,868

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 36,925千円）については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表には含めておりません。

当第２四半期連結会計期間（2019年９月30日）

 
四半期連結 

貸借対照表計上額 
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

株式 85,410 133,399 △47,989

債券 16,925 30,000 △13,074

その他 42,250 45,479 △3,229

合計 144,585 208,878 △64,292

（注）非上場株式（四半期連結貸借対照表計上額 25,000千円）については、市場価格がなく時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）   投資サービス事業 生活・環境事業 計 

営業収益          

外部顧客への営業収

益 
598,230 236,886 835,117 － 835,117 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 598,230 236,886 835,117 － 835,117 

セグメント損失（△） △110,943 △70,571 △181,514 － △181,514 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。 
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）   投資サービス事業 生活・環境事業 計 

営業収益          

外部顧客への営業収

益 
678,058 401,979 1,080,037 － 1,080,037 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － 

計 678,058 401,979 1,080,037 － 1,080,037 

セグメント損失（△） △105,985 △24,207 △130,192 － △130,192 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「投資サービス事業」セグメントにおいて、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グル

ープについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額した減少額93,349千円を減損損失として特別損失に計上し

ております。 

「生活・環境事業」セグメントにおいて、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グルー

プについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額した減少額3,905千円を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △24円65銭 △22円72銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千

円） 
△163,329 △150,508

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）
△163,329 △150,508

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,624 6,624

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

- 22 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年11月13日

株式会社フジトミ 

取締役会 御中 

 

アーク有限責任監査法人 
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 藤本 幸宏  印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 木村 ゆりか 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジト

ミの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2019年７月１日から2019年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジトミ及び連結子会社の2019年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年11月13日

【会社名】 株式会社フジトミ

【英訳名】 FUJITOMI CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  細金 英光

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目15番５号

【縦覧に供する場所】 株式会社フジトミ 大阪支店

（大阪市中央区南船場三丁目４番26号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 細金英光は、当社の第68期第２四半期（自2019年７月１日 至2019年９月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。

 


